
Ⅰ　基本情報

札幌エルプラザ公共4施設（札幌市男女
共同参画センター、札幌市消費者セン
ター、札幌市市民活動サポートセンター
及び札幌市環境プラザ）

所在地 北区北8条西3丁目札幌エルプラザ内名称

(1) 札幌市男女共同参画センター
 ① 男女共同参画に関する学習機会の提供、学習成果の発表及び指導者等の人材育成に関す
ること。
 ② 男女共同参画に関する調査、研究、企画立案及び啓発に関すること
 ③ 男女共同参画に関する情報の収集及び提供に関すること
 ④ 男女共同参画に関する市民の自主的な活動及び交流の支援に関すること
 ⑤ 男女共同参画に関する相談に関すること
 ⑥ センターの施設を使用に供すること
 ⑦ その他センターの設置目的を達成するために必要な事業
(2) 札幌市消費者センター
 ① 消費生活に関する情報の収集及び提供に関すること
 ② 消費生活に関する各種講習会、講演会等の開催に関すること
 ③ 消費生活に関する相談及び苦情の処理に関すること
 ④ 商品のテスト及び実験・実習の実施に関すること
 ⑤ 消費者の自主的な活動及び交流の支援に関すること
 ⑥ センターの施設を使用に供すること
 ⑦ その他センターの設置目的を達成するために必要な事業
(3) 札幌市市民活動サポートセンター
 ① 市民活動に関する情報の収集及び提供並びに相談に関すること
 ② 市民活動に関する交流の支援に関すること
 ③ 市民活動に関する研修及び学習の機会の提供に関すること
 ④ 市民活動に関する調査、研究、企画立案及び啓発に関すること
 ⑤ センターの施設を使用に供すること
 ⑥ その他センターの設置目的を達成するために必要な事業

9929.63㎡（札幌市男女共同参画セン
ター：6795.58㎡、札幌市消費者センター：
1050.65㎡、札幌市市民活動サポートセン
ター：1038.13㎡、環境プラザ：1045.27㎡）

(1) 札幌市男女共同参画センター
　男女共同参画の推進に関する活動の総合的な拠点施設として設置。
(2) 札幌市消費者センター
　消費生活に関する情報の収集及び提供、相談等を行い、もって市民の消費生活の安定及び向
上を図るために設置。
(3) 札幌市市民活動サポートセンター
　市民活動の総合的な促進を図ることにより、活力ある地域社会の実現に寄与するために設置。
(4) 札幌市環境プラザ
　環境に優しい社会を創造し、地球環境の保全に貢献していくため、環境の保全に関する活動の
総合的な拠点として設置。

指定管理者評価シート

事業名

札幌エルプラザ公共4施設管理業
務
・男女共同参画センター運営管理
(消費者センター維持管理含む)
・市民活動サポートセンター運営管
理
・環境プラザ運営管理

所管課（電話番号）

(1) 市民文化局市民生活部男女共同参
画室男女共同参画課（211-2962）
(2) 市民文化局市民生活部消費生活課
（211-2245）
(3) 市民文化局市民自治推進室市民活
動促進担当課（211-2964)
(4) 環境局環境都市推進部環境政策課
（211-2877）

目的

開設時期

１　施設の概要

平成15年9月 延床面積

事業概要
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名称

募集方法

複合施設総合管理業務、複合施設事業運営業務、男女共同参画センター事業運営業務（利用料
金制度）、消費者センター事業運営業務（上記事業概要①⑤⑥のみ）、市民活動サポートセンター
事業運営業務（利用料金制度）、環境プラザ事業運営業務（利用料金制度）、情報センター事業運
営業務、維持管理業務

公益財団法人さっぽろ青少年女性活動協会

平成30年4月1日～平成35年3月31日

施設数：４

主要施設

(1) 札幌市男女共同参画センター
ホール、研修室（5室）、大研修室・中研修室、和室（5室）、洋和裁室、工芸室、特別会議室、多目
的室、OA研修室、料理実習室、健康スタジオ（2室）、音楽スタジオ（2室）、男女共同参画研究室
（4室）、託児室（4室）
(2) 札幌市消費者センター
消費者サロン、消費生活相談窓口、展示コーナー、食材研究室、託児コーナー、会議室（4室）
(3) 札幌市市民活動サポートセンター
打合せコーナー、会議コーナー、印刷作業室、事務ブース
(4) 札幌市環境プラザ
展示コーナー、環境研修室（2室）、ミーティングルーム
(5) 情報センター
図書コーナー、打ち合わせスペース

非公募

札幌市男女共同参画センター及び札幌市市民活動サポートセンターの設置目的は、短期的に達
成できるものではなく、長期的な視野に立った継続的な事業運営や人材育成、ノウハウの蓄積な
どを特に必要とする。また、事業内容の企画立案等を本市と指定管理者とが一体となって、基本
計画等に基づく運営を行うには、本市が継続的かつ積極的に関与できる団体を指定管理者とす
る必要があるが、これまでの事業の実績と信頼性があり、本市の出資団体で一定の関与を行って
いる当団体でなければ、当該施設の設置目的の達成に支障が生じるため、非公募とする。
札幌市消費者センター及び札幌市環境プラザについては、札幌エルプラザ公共４施設を一体的
に管理し、効率的・効果的な運営を行うには、札幌市男女共同参画センター及び札幌市市民活動
サポートセンターと同一の団体により管理を行う必要があるため、非公募とする。

３　評価単位

指定期間

公共４施設を一括指定しているため、共通業務は一括評価し、各施設ごとの業務は個別に評価す
る。

２　指定管理者

(4) 札幌市環境プラザ
 ① 環境の保全に関する情報の収集及び提供並びに相談に関すること
 ② 環境の保全に関する学習事業の実施に関すること
 ③ 環境の保全に関する市民の自主的な活動及び交流の支援に関すること
 ④ 環境の保全に関する技術の普及に関すること
 ⑤ プラザの施設を使用に供すること
 ⑥ その他プラザの設置目的を達成するために必要な事業

指定単位

施設数：４

複合施設としての利点を生かして業務の一元化・共通化を進め、業務の効率化と利用者満足度
の向上を図るため。

業務の範囲
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Ⅱ　令和2年度管理業務等の検証

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

具体的な方針を
策定のうえ、基本
理念に基づいた
管理運営や各事
業を行っているこ
とが評価できる。
（男女共同参画
課）

（１）統括管理
業務

▼「まちの活力を高める活動の拠点～多様性に富ん
だ市民との共創」という基本理念のもと、具体的な取
り組みの方針として「出会いとつながりの創出～広
がるネットワーク」「情報の収集と発信の拠点～活動
の拡大と潜在的活動者の再発見」「多様な活動主体
との協働～社会課題の解決のステージ作り」「コス
ト・マネジメント～管理運営の効率化」を策定した。

「男女共同参画」
「市民活動」「環境
保全」に関する総合
的な拠点施設とし
て、札幌市の各プラ
ン等に基づき事業
を展開することがで
きた。

▼「全ての利用者に公平な施設利用及び活用が可
能であること」を方針とし、差異を認める必要がある
時には札幌市の条例をはじめ関係法令、社会通念
等を鑑み、合理的な理由に基づいて取り扱いを行っ
た。
具体的な取り組みとしては、有料貸室受付及び活動
支援施設の事前予約の自動抽選（偶数月初日に施
設管理システム上で実施・結果の一斉通知）、WEB
団体登録の促進を行った。一方で、WEB環境が整っ
ていない、操作に不慣れな利用者に対して窓口や電
話受付等で対応を丁寧に行っており、平等利用を確
保できている。

札幌市の条例及び
施行規則に則り、市
民が公平に利用で
きるようサービスを
提供することができ
た。
来館しなくても施設
の利用申し込みが
可能なWEB予約シ
ステムにより、コロ
ナ禍にあっても、利
用者の利便性と安
心感を高めることが
できた。一方でその
恩恵を受けにくい層
の利用者へも丁寧
に対応したことで平
等利用を確保する
ことができた。
今後も利用者の
ニーズを捉え、迅速
な対応をすることで
市民サービスの向
上を目指す。

▼公共4施設全体のエネルギー使用量の管理のた
め、館内照明の節電、エコシルフィーの活用（1階エ
ントランス及び3階ホール）による節電を行った。ま
た、外調機の終日運転による換気の実施などの新
型コロナウイルス感染症対策と並行して、窓等を開
けての換気の励行、トイレのハンドドライヤーの運転
休止など、節電の取り組みも行った。
▼市民参画型の環境配慮の啓発（貸室等の冷・暖
房の適正温度設定・温水洗浄便座等トイレの使用に
関する情報提供など）を継続して行った。また、事務
所内の照明消灯による節電や空調効率を上げる取
り組みなど、市民の利用を妨げない範囲での取り組
みを実施した。

地球温暖化対策と
並行して新型コロナ
ウイルス感染症拡
大防止対策も行う
必要があったため、
掲示と職員からの
声がけを進め、市
民の理解と協力を
得ることができた。

所管局の評価項　目 実施状況
指定管理者
の自己評価

1　業務の要求水準達成度

▽　管理運営に係る基本方針の策定

▽　平等利用に係る方針等の策定と取組実績

▽　地球温暖化対策及び環境配慮の推進

関係法令や平等利
用に係る方針に則
り、公共４施設にお
ける平等利用が適
正に確保されてい
る。
貸室予約システム
の改修でインター
ネット予約が可能と
なった結果、事前予
約の自動抽選等、コ
ロナ禍における人流
抑制等にも寄与して
いる一方、インター
ネット環境がない、
操作に不慣れな利
用者への丁寧な対
応を行っていること
も評価できる。
（男女共同参画課）

様々な節電対策、
エネルギー使用
量の抑制対策を
行うとともに、並行
して新型コロナウ
イルス感染症拡
大防止対策を実
施し、利用者の安
心安全なを確保し
つつ、環境等に配
慮した対策がなさ
れている。
（男女共同参画
課）
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▼清掃業務及び警備・案内業務担当者と定期的に
施設管理に関する情報共有を行った。
▼各施設の職員ミーティング、職員で構成する業務
改善に向けた会議を定期的に開催し、情報共有を
行った。

定期的に情報共有
を行ったことで、課
題の早期発見・早
期改善につなげる
ことができた。
職員が業務改善策
を考え試行すること
で、管理水準の維
持向上につながる
取り組みができた。

▼下記の業務については、専門的な知識を有し、効
果的な維持管理ができる第三者に対する委託を行
い、業務を遂行した。
・清掃業務
・警備・案内業務（その2含む）
・インターネット接続サービス業務
・情報システム保守管理業務
・可動式間仕切り設備保守業務
・ホール舞台照明設備保守業務
・ホール電動式移動観覧席設備点検・保守業務
・環境プラザ展示装置保守点検業務
・その他、施設、設備及び備品の修繕業務

▼適切な管理運営を行うため、統括責任者、実務統
括者、実務責任者を配置した。特に実務統括者につ
いては、各分野の専門性を鑑み2名体制とした。
▼指揮命令系統（組織図）、事務分掌、緊急連絡網
等を定めた。
▼専門的知識や技術を高めるため、職員は各分野
の研修（オンライン含む）に参加した。
また、新任者研修、職場内研修、目標設定・OJT研
修等を計画的に実施した。

各分野に精通する
市民活動団体など
の利用に応えるた
め、計画的に研修
を進めることで職員
の資質向上に努め
ることができた。
時勢の変化を柔軟
に捉え、必要な情報
収集能力と経営能
力を有する職員を
育成し、適切に配置
を行うことができ
た。

資格者及び専門知
識や経験を有する
者を選定し、業務を
委託することができ
た。
札幌市及び指定管
理者の登録業者か
ら入札等により公正
に選定し、契約につ
いても事務処理を
適正に行うことがで
きた。

▽　管理運営組織の確立（責任者の配置、組織整備、従
事者の確保・配置、人材育成）

▽　管理水準の維持向上に向けた取組

▽　第三者に対する委託業務等の管理（業務の適正確
保、受託者への適切監督、履行確認）

明確な指揮命令
系統のもと、労務
管理や、オンライ
ンも活用した研修
参加等による人材
育成が適正に実
施されている。
（男女共同参画
課）

専門業者への委
託にあたって、業
務の適正確保及
び再委託先に対
する指揮監督・履
行確認が行われ
ている。
（男女共同参画
課）

情報共有化を図
る打ち合わせや、
業務改善に向け
た定期的な会議
の開催により、適
切に管理水準の
維持向上に取り組
んでいる。
（男女共同参画
課）
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＜協議会メンバー＞

・粟津久美子（公募委員）
・齋藤勉（連合北海道副事務局長）
・嘉屋雄大（株式会社キットアライブ代表取締役社
長）
・北川仁美（一般社団法人アイエムアイ理事長）
・長堀紀子（北海道大学人材育成本部ダイバーシ
ティ研究環境推進室特任教授）
・田中麻季（札幌市市民文化局市民生活部男女共
同参画室男女共同参画課長）
・下川原清貴（公益財団法人さっぽろ青少年女性活
動協会市民参画部長）

協議・報告内容

▽　札幌市及び関係機関との連絡調整（運営協議会等
の開催）

開催回

第1回

第2回

▼札幌市男女共同参画センター運営協議会業務

・令和元年度札幌エルプラザ公共4施
設管理運営業務について（報告）
・令和元年度札幌エルプラザ公共4施
設利用者アンケート結果について（報
告）
・令和元年度札幌市男女共同参画セ
ンター事業報告
・令和2年度札幌市男女共同参画セン
ター事業計画及び中間報告
・意見交換
「札幌市男女共同参画センターが進
めるべき若年女性支援とは」

・令和2年度札幌エルプラザ公共4施
設管理運営業務について（中間報告）
・令和2年度札幌エルプラザ公共4施
設利用者アンケート結果について（中
間報告）
・令和2年度札幌市男女共同参画セン
ター事業について（中間報告）
・令和3年度札幌市男女共同参画セン
ター事業計画について
・意見交換
「ジェンダー平等に向けて札幌市男女
共同参画センターがすべき取り組み、
アプローチについて」

「コロナ禍の施設運
営」「コロナ禍の相
談事業等で浮かび
上がった若年女性
への支援の必要性
に対して、男女共同
参画センターが進
めるべき取り組み」
「社会的に関心が
高まる『ジェンダー
平等』について男女
共同参画センター
のアプローチ先と方
法」といった今後の
課題を、委員それぞ
れの専門分野の見
地から意見をいた
だく有益な機会とす
ることができた。

コロナ禍の施設運
営や、相談事業等
で浮かび上がった
課題や男女共同
参画センターが進
めるべき取り組み
等を、運営協議会
において、活発に
議論され、それら
の意見や提案を
事業に適切に反
映し、効果的な運
営を行っているこ
とが認められる。
今後も、事業の課
題抽出・検討の場
として協議会を効
果的に運営すると
ともに、有効に活
用することを期待
する。
（男女共同参画
課）

本会議を通して、
札幌市各所管課
及び指定管理者
間の適切な連絡
調整がなされてい
る。
（男女共同参画
課）

▼札幌エルプラザ公共4施設連絡会議
各施設所管部局及び指定管理者、業務受託者が施
設運営等に係る情報共有と意見交換を行った。
令和2年度は新型コロナウイルス感染症の流行に伴
い、7月は集合型から書面評決という形に変更して実
施した。（年2回/7月・3月実施）

実施時期等の状況
に応じて実施形態
を変えても実施でき
たことで、各施設間
の情報共有を確実
に行うことができ
た。

5



協議・報告内容

▼札幌市環境プラザ運営協議会業務

▼札幌市市民活動サポートセンター運営協議会
業務

開催回

第１回

・令和元年度札幌市市民活動サポー
トセンター運営および施設利用状況に
ついて（報告）
・令和2年度札幌市市民活動サポート
センター事業計画と新型コロナウイル
ス感染症対策について
・事務ブース使用団体選考委員の選
出について

「コロナ禍での施設
運営」「従来実施し
ていた『集合型』『対
面型』の事業からの
転換方法」「打ち合
わせスペースの利
活用」等に対し、広
く意見をいただき、
現状の状況下での
施設運営を再考す
る一助とすることが
できた。

第２回

・令和2年度札幌市市民活動サポート
センター運営及び事業について（中間
報告）
・コロナ禍で試行錯誤を重ね変化する
事業の在り方
・市民活動サポートセンターにできる
団体支援について
・令和3年度札幌市市民活動サポート
センター事業計画について
・コロナ禍での事業展開(オンライン/
オフライン）について

＜協議会メンバー＞

・松田剛史（藤女子大学人間生活学部准教授）
・今野佑一郎（NPOのための弁護士ネットワーク）
・宮本奏（NPOファシリテーションきたのわ）
・竹次奈英（一般社団法人北海道ブックシェアリン
グ）
・水谷あゆみ（NPO法人ezorock）
・髙橋銀司（一般社団法人福祉システム北海道）
・南 孝輔（公募委員　北海道言友会）
・柏原 理（札幌市市民文化局市民自治推進室市民
活動促進担当課長）
・下川原清貴（公益財団法人さっぽろ青少年女性活
動協会市民参画部長）

第１回

・令和元年度札幌市環境プラザ事業
について（報告）
・令和2年度札幌市環境プラザ事業計
画について

令和元年度及び2
年度の重点事業の
評価、新型コロナウ
イルス感染症対策
と環境プラザ事業を
どのように両立させ
るかという点で、幅
広く意見をいただく
ことができた。

第２回

・令和2年度札幌市環境プラザ事業に
ついて（中間報告）
・令和3年度札幌市環境プラザ事業計
画について
・意見交換

開催回 協議・報告内容

運営協議会は概
ね円滑な運営を
行っている。今後
も引き続き委員の
意見を反映させな
がら、適切な運営
に努めていただき
たい。
（環境政策課）

協議会の委員は、
様々な職種の有
識者で構成され、
公募委員の起用、
女性委員登用率
40％以上を確保し
たうえで、客観的
な視点から、セン
ターの事業運営・
評価を受けてい
る。
協議会から出され
る多様な意見は、
センターの事業運
営に大きく寄与す
ると認められるこ
とから、引き続き、
協議会において
活発な意見交換
がなされるよう、
適正な運営に努
め、市民活動促進
に貢献していただ
きたい。
（市民活動促進担
当課）
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

▼指定管理者の財務規程に基づき、適正に資金管
理を行った。また、ネットワークシステムによる経理
の一元管理を行い、事故の未然防止に努めた。
▼現金取扱時間の統一、資金及び現金取扱者の指
名、入金専用の預金通帳による管理、指定管理者の
経理部門による定期的な確認により、適正に現金の
取り扱い及び管理を行った。

札幌市所管部局に
よる業務・財務検査
や指定管理者の内
部監査等を実施し、
常に適正な管理を
行うことができた。

▼市民から寄せられた意見等は真摯に受け止め、
迅速かつ適正に対応し、施設の管理運営の向上に
努めた。

対応が必要なもの
については、札幌市
と協議し、解決を図
ることができた。

▼利用者アンケートを実施し、利用者満足度などを
測定するとともに、意見要望を把握した。（令和2年
度施設満足度91%、接遇満足度94%）
▼「ご意見箱」の設置や利用票のコメント欄の記録か
ら、利用者の意見や要望へ迅速な対応を図った。
▼指定管理者の別部門による定期的な業務点検を
実施した。

各種記録及び定期
的なセルフモニタリ
ングを実施し、自主
的に業務点検を行
うことで、施設の取
り組みに対する自
己評価を行うことが
できた。

＜協議会メンバー＞

▽　要望・苦情対応

▽　労働関係法令遵守、雇用環境維持向上（2）労働関係
法令遵守、雇
用環境維持
向上

▼労働基準法、男女雇用均等法、育児・介護休業
法、その他の労働関係法令を遵守し、適正な労務管
理を行った。また、確実に5日以上の年休を取得でき
る職場環境を構築した。
▼人材育成及び個人のキャリア形成を目的に、目標
設定による面談制度を実施した。

▽　記録・モニタリング・報告・評価（記録、セルフモニタリ
ングの実施、事業報告、札幌市の検査等への対応、自己
評価の実施）

▽　財務（資金管理、現金の適正管理）

・伊井義人（藤女子大学人間生活学科教授）
・鈴木圭一（札幌市教育委員会学校教育部教育課
程担当課指導主事）
・玉生澄絵（イオン北海道株式会社執行役員 経営管
理統括部 環境・社会貢献・広報・IR部）
・疋田明日美（公募委員　北海道教育大学札幌校）
・溝渕清彦（環境省北海道環境パートナーシップオ
フィスチーフ）
・森山知洋（おてんキッズ＋代表）
・高松 緑（札幌市環境局環境都市推進部環境活動
推進担当課長）
・下川原清貴（公益財団法人さっぽろ青少年女性活
動協会市民参画部長）

職員のライフステー
ジに合わせて働き
やすい環境となるよ
う努めた。
面談制度によって
管理職との対話の
機会が確保され、
業務に対する希望
や改善点を相互に
把握する仕組みが
できた。

業務検査・財務検
査の結果、適正に
財務管理が行わ
れていることを確
認した。
（男女共同参画
課）

意見や要望につい
て迅速かつ誠実な
対応を行い、必要に
応じて札幌市との連
絡調整も十分図ら
れている。
（男女共同参画課）

日頃から市民ニー
ズの把握に努め、
事業の記録、報
告、評価が適切に
なされていると認
められる。
（男女共同参画
課）

関係法令に則り、
公共４施設におけ
る法令の遵守、積
極的に職員とのコ
ミュニケーション向
上を図り、適正な
雇用環境が確保
されていると認め
られる。
（男女共同参画
課）
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ（3）施設・設
備等の維持
管理業務

▽　総括的事項（利用者の安全確保、市民サービス向上
への配慮、連絡体制確保、保険加入）

▼利用者の安全確保を最優先とした安全安心な施
設づくりを目指し、札幌市所管部局や札幌エルプラ
ザ管理組合と連携した。緊急時の連絡体制や危機
管理マニュアルについても随時更新し、適切に管理
した。
▼施設賠償責任保険に加入するとともに、施設外事
業等においては随時傷害保険に加入し、利用者の
安心、安全の確保に努めた。
▼利用者に安心して利用していただくため、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止に向けた施設の取り組
みを掲示した。

▼施設の維持管理のため、日常点検及び定期点
検、臨時休館日の施設点検を実施した。
▼職員や警備・案内員が館内を巡回して施設・備品
の劣化・破損・故障等を発見し、早期に補修等を実
施した。
▼清掃業務、警備・案内業務、ホール電動式移動観
覧席設備保守業務、ホール舞台照明設備保守業
務、可動間仕切り設備保守業務、環境プラザ展示装
置保守点検業務、情報システム維持管理業務、イン
ターネット接続サービス業務については、専門的な
技術を有する第三者に委託して実施した。

▽　防災

▽　施設・設備等の維持管理（清掃、警備、保守点検、修
繕、備品管理、駐車場管理、緑地管理等）

非常時におけるさま
ざまなケースの評
価・分析を行い、市
民の安全、安心の
確保するために備
えることができた。
また、新型コロナウ
イルス感染症対策
は各種ガイドライン
等に基づき実施す
ると共に、利用者に
も協力をお願いして
安全に利用してい
ただくことができた。
今後も継続して関
係機関との連絡体
制の構築・強化に
努める。

日常点検及び定期
点検等によって劣
化・破損・故障等を
早期に発見すること
で、事故や大規模
修繕を未然に防ぐこ
とができた。
専門的な技術を有
する第三者に委託
した業務は、市民が
安心安全に利用で
きる環境作りを目指
して業者と連携し、
安定的に市民サー
ビスを提供すること
ができた。

▼札幌エルプラザ公共4施設自衛消防隊を組織し、
自衛組織による消防訓練及び民間棟も含めた消防
訓練を各1回行った。
▼緊急時の連絡体制や危機管理マニュアルについ
ても随時更新し、適切に管理した。

消防訓練によって、
利用する市民の安
全を第一に考え、ど
のように連携して動
くかを確認できた。

適正に施設の維持
管理や緊急時の連
絡体制の確保がな
され、新型コロナウ
イルス感染症拡大
防止対策も積極的
に実施する等、業務
の実施にあたり利用
者の安全確保が図
られている。
（男女共同参画課）

専門業者への再
委託業務を含め、
適切に維持管理
が行われたと認め
られる。建物設備
の経年劣化による
故障等が年々増
加傾向にあること
から、今後も本市
との連携を深め、
利用者への影響
を最小限に留めて
いくことを期待す
る。
（男女共同参画
課）

防災に関するマ
ニュアル作成のほ
か、定期的な訓練
が行われており、
十分な危機管理
体制が構築されて
いる。
（男女共同参画
課）
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ（4）事業の計
画・実施業務

【複合施設総合管理業務】

▽　窓口業務

▼総合案内窓口で、施設の利用方法や複合施設予
約システムの操作方法について案内・説明するとと
もに、来館者の要件を聞き取り対応した。
▼保有する個人情報については、指定管理者の個
人情報の保護に関する規程に則って適正に取り扱
い、個人の権利利益の保護に努めた。

利用者の要件を的
確に捉え、親切か
つ公平性を保った
対応をすることがで
きた。

▽　広報・広聴業務

▼1階エントランスロビー、各階エレベーター前、廊下
等に案内用のパネルを設置し、情報提供・発信を
行った。内容についても、適宜最新の情報に更新し
た。
▼各階エレベーター付近及び情報センター等で公的
機関、関連機関が発行する情報誌を提供した。
▼広報支援として、1階総合案内横及び2階市民活
動サポートセンター付近に札幌エルプラザ公共4施
設を拠点に活動する団体のチラシコーナーを設置し
た。▼1階エントランスロビー及び2階市民活動サ
ポートセンターのデジタルサイネージで、団体PR動
画や団体の事業案内を配信した。

各施設の設置目的
に合致する有益な
情報をさまざまな場
所やコンテンツを通
じて市民に向けて
提供することで、施
設利用団体の広報
活動を支援すること
ができた。

③「『ジェンダー』を話してみる。～Gender　Meetjng
By　Youth～」（参加者：9名）
ジェンダーについて気軽に話しても良いのだと思える
場、同じようにジェンダーについて話ができる仲間と
繋がる場とし、ともにジェンダーについて考えていく
きっかけ作りをすることを目的に実施した。

②北海学園大学協力事業「Stay home！今こそ料理
を覚えよう！」（参加者：14名）
調理事業をとおしてジェンダーによる役割意識につ
いて考える機会とすることを目的に実施した。

①「こども事業課ジェンダー研修」（参加者：19名）
札幌市内の児童会館に関わる事業を行う職員を対
象に、身近なジェンダーについて考えること、児童会
館に関わる仕事を行う上で必要なジェンダーの視点
を得ることを目的に実施した。

若年層に向けて
ジェンダーについて
考える機会の提供
をするなど、若年層
とともにこれからの
社会を考えていく取
り組みを始めること
ができた。また、
ワークショップなど
を通して広く市民に
向けてジェンダーに
ついての知識など
を伝えることができ
た。

▼子ども・若者のためのエンパワメント事業
将来の男女共同参画の担い手である子どもや若者
層に対して、男女共同参画の啓発を広めることを目
的に実施した。

【男女共同参画センター事業の計画・実施業務】

▽　学習機会の提供、学習成果の発表及び指導者等の
人材育成に関する業務

施設間の連携に
より総合窓口にお
いてワンストップ・
サービスが果たさ
れており、適切な
窓口業務が行わ
れていると認めら
れる。
（男女共同参画
課）

必要な広報が図ら
れているほか、施
設利用団体の広
報活動支援も行
われており、効果
的な情報発信が
図られていると認
められる。
（男女共同参画
課）

本市の計画等と
の整合性を図りな
がら、時勢に即し
たテーマを取り上
げるなど、ニーズ
を反映した事業展
開やコミュニティ
形成の促進が適
切になされてい
る。
今後も計画的な事
業の展開及び市
民がより関心を
持って参加できる
工夫等が図られる
ことを期待する。
（男女共同参画
課）
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▼ジェンダーイシューに関わる学習機会の提供事業
さまざまな社会課題をジェンダーの視点から見つめ、
問題提起と考える機会の提供を行った。

①「ステップマザーピアサロン」（参加者：5名）
ステップファミリー（子連れ再婚家庭）における人間
関係に関する悩みについて、ステップマザー（継母）
当事者が互いに相談しあい、「良い母親」や「家族」
など従来の価値観にとらわれずに人間関係を築く意
識づくりをすることを目的に実施した。

②オンラインセミナー「ジェンダーもやもやミーティン
グ」（参加者：25名）
ジェンダーについて普段もやもやしていることを自由
に話せる場をオンラインで提供することを目的に実
施した。

⑦ローカルジェンダーマガジン「小さい空を、のぞい
たら。」
幅広くジェンダーに関する情報や意見に触れる機会
を提供することを目的にSNS「note」を利用したオンラ
インマガジンを発行した。

④「北海道メジャーグループ・プロジェクト2020女性
グループミーティング」（参加者：9名）
北海道メジャーグループ全体ミーティングに向けて、
ジェンダー平等の実現に向けた課題と必要なアク
ションを考えることを目的にオンラインで実施した。
第1回ミーティング「10年後の姿、現在の課題、必要
なアクションは？」
第2回ミーティング「SDGsのゴールをジェンダー視点
で解決するには？」

③オンライン座談会「カラダと性について話そう！」
（参加者：19名）
女性が性について安心して話すことのできる地域を
作っていくことを目的に多様な分野で活躍するゲスト
による座談会を実施した。
ゲスト：菊川　あずささん（株式会社さくらコットン　代
表取締役）、菊島　聡美さん　（しあわせ設計舎　主
宰）、市川　青空さん　（学生団体CARP　代表）

⑤共催事業「北海道メジャーグループ・プロジェクト
2020全体ミーティング」（参加者：48名）
北海道メジャーグループ・プロジェクトのグループミー
ティングでの対話プロセスや結論を踏まえて意見交
流を行い、視野を広げつつ個人や所属・属性として
できる貢献について考えることを目的に実施した。※
主催：チーム「北海道メジャーグループ・プロジェクト
2020」、北海道地方ESD活動支援センター

⑥協力事業「講演・戦後75年　資料と語る＝私が受
けた戦時教育と戦後　～¨軍国少女¨は戦後民主教
育をどう受け止めたか」（参加者：46名）
戦争体験の講演や書き残した資料を通して、いかに
平和を維持することが重要で大切なことか、戦後75
年に改めて「戦争と平和」について、学生や市民の幅
広い世代の方々とともに考える機会を提供すること
を目的に実施した。※主催：札幌女性史研究会
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▼男女共同参画ワークショップ事業
男女共同参画の意識を高めることを目的に、民間企
業・市民グループなどへ出向いて講座を実施した。
仲間と一緒に楽しみながら「男女共同参画」について
考える機会としてプログラムを提供した。

①「社養協　2020年度研究大会」（参加者：40名）
②北海道武蔵女子短期大学「キャリア論」（参加者：
25名）
③出張講座「在札幌米国領事館　オンラインセミ
ナー」（参加者：7名）
④出張講座「静岡県長泉町女性創業セミナー」（オン
ライン）（参加者：70名）
⑤札幌龍谷学園高等学校「2年生探究ゼミ　ジェン
ダー平等を探究する」（参加者：26名）

⑥男女共同参画ワークショップ「みんなでつくる石狩
市の男女共同参画」（参加者：14名）
⑦出張講座「北海学園大学地域の事業創造」（参加
者：20名）
⑧出張講座「女性職員活躍推進・ワークライフバラン
ス推進のためのセミナー」（参加者：20名）
⑨出張講座　北海道教育大学札幌校「倫理・人権」
（参加者：100名）
⑩出張講座　藻岩高校「SDGｓ×探求人」（参加者：
38名）
⑪出張講座　北海道新聞3・8プロジェクト/未来塾
「ジェンダー勉強会」（参加者：50名）
⑫出張講座　旭川産業創造プラザ「道北ビジネスプ
ランコンテスト」起業応援セミナー（参加者：150名）
⑬出張講座　札幌龍谷学園高等学校「出前講座～
探求すること＆SDGｓ」（参加者：20名）

▼子育てや介護の環境整備事業
子育てや介護などの負担を担っている方が学習でき
るために託児を設けた。また、自宅から学べる仕組
みづくりについて考え事業を実施した。
①オンラインセミナー「自分で考えられる社員になる
ためのマナー研修」（参加者：16名）
新入社員向けに、学んでおきたいマナーや接遇の学
習機会をオンラインで提供することを目的に実施。
講師：坪崎　美佐緒さん（self-esteem　主宰）
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女性特有の健康に
関する課題につい
て様々な取り組みを
行う方をゲストに招
き、参加女性たちが
知りたいと感じてい
る情報を提供するこ
とができた。また、
安心して性について
話す場を提供する
ことができた。

適正に維持管理を
行い、公正かつ公
平に施設設備を提
供することができ
た。
新型コロナウイルス
感染症拡大防止対
策については掲示
等で利用者へ広く
周知し、理解を得た
上で施設を利用し
ていただくことがで
きた。

性と生殖に関する健康と権利について意識の普及を
目的に講座・セミナー等を共催事業等で実施した。
①オンライン座談会「カラダと性について話そう！」
（参加者：19名）（再掲）
女性が性について安心して話すことのできる地域を
作っていくことを目的に多様な分野で活躍するゲスト
による座談会を実施した。
ゲスト：菊川　あずささん（株式会社さくらコットン　代
表取締役）、菊島　聡美さん　（しあわせ設計舎　主
宰）、市川　青空さん　（学生団体CARP　代表）

▽　交流のひろば業務

▼施設設備の市民提供業務
利用者が安心安全に施設を利用するために新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止対策を徹底した上で、
身近で利用しやすい市民交流の場として施設設備
の提供を行った。

女性の経済的・社会的自立の促進、人間関係の問
題等の解決を目的に、個人の悩みに応えるため相
談の窓口を開設した。

▼新型コロナウイルス感染拡大特設相談窓口「女性
のためのLINE相談」（相談件数：321件）

▼女性のための総合相談　（相談件数：70件）
▼女性のための法律相談　（相談件数：68件）

▽　健康支援業務

▼協力事業
①若年層の性暴力被害者等に対するSNSを活用し
た相談事業　（相談件数：91件）
主催：内閣府男女共同参画局

▼相談検討会議（参加人数：7名）
相談員と男女共同参画センターの職員が相談事例
に基づく対応のあり方に関する検討や連携を深める
ために実施した。情報提供や相談に関する知識技能
を高める研修を実施した。

▼ガールズ相談　（相談件数：1615件　完了件数：
274件）※夏季・秋季・冬季は実施、春季はLINE利用
者の個人情報閲覧問題により中止
▼相談事業「SNS相談はじめ方講座～ガールズ相談
の現場から～」（参加者：16名）

▼男性のためのワーク・ライフ相談
①共催事業「令和2年度　育休取得・育休に興味の
ある方と民間企業等との座談会」（参加者：10名）※
共催：北海道、札幌市男女共同参画センター
②共催事業「第４回パパ初心者カフェ」（参加者：7
名）※共催：パパ育休プロジェクト

▽　相談業務

従来の総合相談・
法律相談、若年女
性向けの相談窓口
の開設だけではな
く、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大
によって生じた様々
な女性の悩みを解
決するため、特設相
談窓口を開設した。
社会の状況に合わ
せた相談体制を整
えることができた。

新型コロナウイル
ス感染症の拡大
によって生じた
様々な女性の悩
みを解決するため
の特設相談窓口
を、ニーズに合わ
せて迅速に開設し
たほか、従来の相
談窓口について
も、コロナ禍にお
いても実施手法を
工夫して実施する
等、
社会の状況に合
わせた相談体制
を整えたことは評
価できる。
（男女共同参画
課）

女性特有の健康
に関する情報提
供が行われてお
り、実施手法も工
夫する等、要求水
準を満たす取組
が行われていると
評価できる。
（男女共同参画
課）

適切に施設設備
の提供を行ってお
り、新型コロナウ
イルス感染症拡
大防止対策につ
いての周知も効果
的に行われる等、
要求水準を満た
す取組が行われ
ていると評価でき
る。
（男女共同参画
課）
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「女性リーダー養成
研修」は年々知名
度が高まり、今年度
初めて参加する企
業からの参加者が
増えたことは成果と
いえる。
また、女性の起業を
支援する「コワーキ
ングスペース事業」
にも関心が高まって
おり、オンラインを
活用することで、以
前からリラコワを利
用していた人たちと
のかかわりを継続
することができたこ
と、令和２年度から
登録した人とかか
わりをコーディネー
トすることができた
ことは評価できる。
新型コロナウイルス
感染症拡大の影響
でオンライン実施が
中心となったが、実
施方法に合わせて
プログラムを提供す
ることができた。今
後も新たな試みを
模索し、多様な人材
が活躍する社会の
実現を目指してい
く。

⑤「リラコワ夏祭り2020」（参加人数：40名）
女性起業家の活動支援およびコワーキングスペース
の認知度向上を目的に、「女性のためのコワーキン
グスペースリラコワ」を利用する女性起業家の情報
発信の場を提供した。

⑥オンラインセミナー「テレワーク導入のコツとメリッ
トを徹底解剖！」（参加人数：7名）
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴って急激に在
宅勤務が浸透した一方で、有効なテレワークを模索
する企業の声が多く聞かれたことから、導入したテレ
ワークを今後も有効活用していくためにどうしたら良
いか考えるきっかけを提供することを目的に実施し
た。
講演：沢渡あまねさん（あまねキャリア工房代表）
事例紹介：株式会社キットアライブ、公益財団法人
さっぽろ青少年女性活動協会

①女性のための起業相談（相談件数延べ28件）
起業準備中の女性、すでに起業している女性を対象
に、個別の課題解決を目指した相談窓口を開設し
た。

③女性リーダー養成研修（参加者：25名）
企業や組織で働く女性を対象に、スキルアップとモチ
ベーションアップ、ネットワーキングを目指し実施。
・開講講演「女性リーダーの必要性について」
　【講師】キャシー松井さん（ゴールドマン・サックス証
券株式会社　副会長）
・研修「自分の強みを認識する～ストレングスファイ
ンダー」
　【講師】長尾彰さん（㈱ナガオ考務店　代表取締役）
・研修「自分らしいWillを描く～中長期でキャリア＆ラ
イフビジョンを描く」
　【講師】小安美和さん（㈱Will Lab　代表取締役）
・研修「問題解決思考を習慣化する」
　【講師】鈴木　富貴さん（㈱チェンジウェーブ　チェン
ジプロデューサー）
・成果発表および修了証授与式

②女性リーダー養成研修フォローアップ研修（参加
者：13名）
これまでの女性リーダー養成研修受講生が、スキル
取得とモチベーション維持ができる学びの場を提供
すること、および再び集結することによって、異業種
の女性社員同士のネットワークがより強化されること
を目的に実施した。
講師：永岡恵美子さん（サイボウズ株式会社）

▼ワーク・ライフ支援事業

▽　就労・起業支援業務

④受託事業「女性のためのコワーキングスペース事
業」（参加人数：1207名）に関連する情報の提供
起業を含めた柔軟な働き方を支援することを目的に
コワーキングスペース運営を進める中で、利用者の
スキルアップ、マインドアップにつながることを調査
し、起業に関わる学習機会の情報を利用者及び市
民に提供した。

女性の活躍や働
き方改革が国の
課題として掲げら
れている中で、多
様な働き方の支
援を目的とした事
業が多く実施され
ていることは高く
評価できる。
特に「女性リー
ダー養成研修」
は、働く女性のコ
ミュニティ形成に
大きく寄与してお
り、知名度の高ま
りとともに新規の
企業からの参加
者が増えているこ
と等、要求水準以
上の取組が行わ
れていると評価で
きる。
（男女共同参画
課）
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参加対象者に合わ
せ、webアンケート
等を組み合わせる
ことで回収数を高め
ることができた。より
多くの対象からの意
見を回収することが
できた。

▼共催・協力事業

①共催事業「令和2年度マザーズハローワーク事業
におけるパソコン短期セミナー」（参加者：延べ132
名）
　子育てをしながら就労を希望する方に対する総合
的な就労支援を行うことを目的に職業能力低下の不
安を抱える求職者の就職実現可能性を高めるため
のパソコンの基本操作を中心としたセミナーを実施し
た。
主催：北海道労働局（担当課：職業安定部職業安定
課職業紹介係）

②共催事業「ワーキング・マタニティスクール」（参加
者：延べ99名）
勤労初妊婦とその配偶者を対象に、妊娠期の健康
管理や育児に関する正しい知識の普及・啓発と情報
提供を行い、妊娠・出産・育児と就労の両立を支援
することを目的に実施した。
・勤労初妊婦とその配偶者のための講演・交流会
（妊娠期の健康管理や育児に関する正しい知識の普
及・啓発と情報提供）
・講話「制度の活用と男女共同参画」（札幌市男女共
同参画センター職員による講演）
主催：札幌市保健福祉局保健所健康企画課母子保
健係
実施主体・運営：公益財団法人母子衛生研究会※
札幌市より事業委託

▽　調査・研究業務

③共催事業「令和2年度　育休取得促進プロジェクト
～みんなで子育て応援プロジェクト～シンポジウム
2021」（参加者：10名）
民間企業等と連携し、北海道全体で男性の育児休
業取得に向けた機運の醸成を図ることを目的に実施
した。
・「育休」「イクボス」「子育て」をテーマとしたパネル
ディスカッション及び講演、子育て教室
・写真展（スウェーデン大使館の協力により、育休を
取得した父親と子どもの姿を撮影した写真を展示）
主催：北海道経済部労働政策局雇用労政課

各事業や課題ごとにアンケートを実施することで、市
民のニーズを把握することに努めた。
①相談業務の統計分析
②各事業の参加者へのアンケート実施

調査方法の工夫
は、対象者の利便
性を高め、広く多く
の意見を回収するこ
とに寄与すると考え
られ、要求水準を満
たしているものと評
価できる。
（男女共同参画課）
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「りぷるさっぽろ」の
テーマは各号で全く
異なる視点から
「ジェンダー」を考え
られる誌面にしたこ
とで、より広い層の
市民に情報を届け
ることができた。
ホームページはウェ
ブアクセシビリティ
適合レベルAAに準
拠するよう修正した
ことで、さまざまな
市民に利用しやす
いものとすることが
できた。

男女共同参画活動
団体を対象に、組
織運営等における
広報についての情
報提供、ネットワー
ク構築のための学
習会などを実施す
ることで、団体が求
めている情報の提
供や、団体とセン
ターの信頼関係をさ
らに構築できたと評
価できる。

▼情報誌「りぷるさっぽろ」の発行
市民に向け、男女共同参画の意識の浸透と男女共
同参画センターの機能の周知を図るために情報誌を
発行した。（各号5,000部）
①52号「介護に自由を－元気なうちに話し合おう」
②53号「企業×ジェンダー＝持続的な運動」
▼オフィシャルサイトの管理
ホームページにて男女共同参画に関する情報提供
を実施。市民が親しみやすい表示に努め、利便性の
高い内容の掲載と新鮮な情報提供をスピーディに行
う。フェイスブックなどのソーシャルネットワークサー
ビスも活用した。

▽　国際交流支援業務

▼国際交流支援事業
男女共同参画の推進にあたり、国際的な情報を持ち
多様な事業展開を図るため情報交換や国際交流活
動の支援を共催事業等で実施した。
①「女性社外取締役の割合を増やすための世界的
取組についての講義」(参加者：4名）
持続可能な経済のために、社外取締役の活用やダ
イバーシティの視点の導入が国際的な関心事となっ
ている。一方で、日本や札幌における女性社外取締
役の割合は著しく低い。課題を解決する取組を計画
するために、国際的な女性取締役を増やすキャン
ペーンについての情報を知ることを目的に実施した。

▽　ネットワーク支援業務

▼企業との連携
男女共同参画の視点から、企業における女性活躍
推進やワーク・ライフ・バランスの推進を目的に実施
した。
▼男女共同参画団体支援事業
男女共同参画活動団体に対して、組織運営や資金
調達などに関する学習機会を提供した。
①情報センター連携事業『情報発信の学校』（参加
者：延べ83名）
団体や企業、個人の情報発信に課題を抱えている
方に対し、有効な情報発信のためには何が必要か、
情報発信の考え方や方法を学ぶことで、札幌で有益
な情報が広がることを目指すことを目的に実施した。
②「若年女性支援ネットワーク　学習会」（参加者：45
名）
　札幌市内における若年女性支援に携わる市民団
体や支援者が、ともに学びながらネットワーク構築を
図ることを目的に実施した。
・講義　「児童虐待事例の検証報告について」
　講師：松本　伊智朗さん
　　（北海道大学教授/札幌市子ども・子育て会議児
童福祉部会部会長）

▽　普及・啓発、情報収集・提供業務

▽　男女共同参画センター運営協議会業務（再掲）

▼札幌市男女共同参画センター運営協議会業務

（1）統括管理業務　札幌市及び関係機関との連携調
整（運営協議会の開催）参照

国際的にも関心の
高まっている「女性
社外取締役」をテー
マとして取り上げる
ことで、市民が必要
としている情報をス
ピード感を持って提
供することができた
と評価できる。

「りぷるさっぽろ」で
は、時勢に合った
テーマを設定するこ
とで幅広い層の市
民への情報提供に
努めているほか、
ホームページのリ
ニューアルにより、
多くの市民が安心し
て利用しやすいもの
とする工夫が行わ
れており、効果的に
男女共同参画意識
の醸成が図られて
いるものと評価でき
る。
（男女共同参画課）

男女共同参画活
動団体に対する
学習機会の提供
行うことで、団体
の自主活動を支
援し、活性化を図
ることができてい
ると評価できる。
（男女共同参画
課）

国際的に関心の高い
テーマを取り上げるこ
とで、市民のニーズに
スピード感を持って対
応できる情報の蓄積に
つながっていると評価
できる。
今後は、利用者が少
数に留まっている現状
を踏まえ、多くの市民
に利用されるよう、
テーマ設定や広報の
効果的な実施を期待
する。
（男女共同参画課）
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c

▼利用登録業務/令和２年度末登録団体数1707団体
（うち新規120団体）
▼ホームページの管理運営/アクセス数18336件
▼プッシュ型広報の促進/メルマガ購読者数登録延べ
309人（うち新規登録28件）・FBフォロワー数607件
▼市民活動情報誌「みんなのしみサポ」の発行/年間3
号発行（各5000部）
▼市民活動相談/①職員413件②相談員245件
▼NPO専門相談/①税務・会計8件（8団体）②法律12
件（7団体）
▼市民活動相談「相談員研修」/年3回延べ22人
▼利用者アンケート・ヒアリング調査/回答者数115人

▽　研修学習に関する業務

▽　市民活動・交流の支援業務

▼消費者活動団体登録基準により団体登録を行った。

▼消費者センター事業受託団体と連絡調整を図りなが
ら、消費者センター展示コーナー等を活用して消費生
活の啓発パネル展などを実施した。

▽　施設・設備の市民提供業務

▼食材研究室および消費者サロンの利用を通じて、消
費者活動団体の活動を支援した。

消費生活団体によ
る食材研究室およ
び消費者サロンの
安定的かつ総合的
な利用を促進するこ
とができた。

【市民活動サポートセンター事業の計画・実施業務】

【消費者センター事業の計画・実施業務】

展示コーナー等を
活用してパネル展
等の実施し、消費
者への情報提供と
啓発を進めることが
できた。

▽　情報収集・提供、相談及び団体活動支援等に関する
業務

新型コロナウイルス感
染症拡大の影響によ
り利用者が大きく減っ
たことから、HP、SNS
等インターネットの活
用に力を入れた。ま
た、新システム導入に
より登録者数が実数
値となり、正確なニー
ズをとらえた広報の促
進が期待できる。
登録団体数について
は、昨年度から実施し
ていた登録期限切れ
団体の削除を進めた
ことにより減少した。

オンライン活用に注
力した。配信型での
事業やリモートによ
る振り返りなど、現
状況下でも一定の
参加者を得ることが
できた。

▼NPO基礎講座/全3回延べ690回（オンライン配信）
▼NPO法人設立講座/全2回延べ18人（オンライン）
▼次世代向け市民活動促進サポート『NPOインター
ンシップ』/全3回延べ36人

オンラインを活用
した広報や相談に
ついて調査研究を
進め、市民活動団
体の様々なニー
ズを把握し、情報
提供の迅速化や
充実化に努めて
いただきたい。
（市民活動促進担
当課）

オンライン活用は
評価できる。ノウ
ハウを蓄積し、参
加者数増に努め
ていただきたい。
（市民活動促進担
当課）

両施設とも適切な
業務遂行により、
安定的な利用を
維持していただけ
た。今後も稼働率
の向上につながる
周知や関係施設
との協働により、
引続き取組を実施
していただきた
い。
（消費生活課）
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▽　交流活動支援に関する業務

対面をメインとしてい
た当該事業について
は、その強みが大きく
損なわれたことでオン
ラインでの置き換えの
難しさが露呈した。
反面、Youtube配信に
よるフォーラムや団体
の動画紹介の配信な
ど新たな可能性が見
えたと評価できる。

▼NPOワークショップ/全3回延べ149人
▼サロン事業/全4回延べ26人
▼しみサポメンバーズ/登録：13人 延べ活動人数6
人
▼中間支援組織との交流・ネットワーク事業/市民活
動推進アドバイザーとして協力する。
▼しみさぽフォーラム/40人（オンライン）

▽　団体活動支援に関する業務

▼施設・設備について
事務ブースの提供　　延べ16団体
ロッカーの提供　　　　延べ108団体
レターケースの提供　延べ270団体

▼事業運営協議会について（再掲）
（1）統括管理業務　札幌市及び関係機関との連携調
整（運営協議会の開催）参照

要領に基づいて施
設・設備を提供し、
さまざまな市民活動
団体の活動を促進
することができた。

▽　環境保全活動、交流の支援と推進業務
　　（環境教育リーダー制度）

新型コロナウイルス
感染症の感染状況
に伴い派遣再開後
も多くの団体が活動
を自粛していたた
め、派遣数は減った
が、例年派遣してい
る団体を中心に申
し込みがあり、継続
的に団体の環境活
動を支援することが
できた。

【環境プラザ事業の計画・実施業務】

▽　環境情報の収集・提供業務

▼展示コーナー
常設展示物の管理に加え、特集コーナーの展示更新、
パンフレット配架やポスター掲示による環境情報の提
供を行った。

▼ホームページ
環境プラザホームページで事業などの広報を行った
り、Facebookを適宜更新することで情報発信を行った。
また、YouTubeチャンネルを開設し動画の作成を行っ
た。
ホームページアクセス数：延べ73,648件
Facebook更新回数：168回
アップロード動画数：9本

▼派遣事務
市内で開催される自然観察会等に環境教育リーダー
を派遣した。（全32件、リーダー派遣人数延べ63人、参
加者：延べ798人）

▼講師派遣制度全体会
リーダー・アドバイザー合同で、情報、意見交換や交流
を目的に実施した。（参加者：12人）

▼札幌市環境教育リーダー派遣制度全体会
環境教育リーダー間の情報、意見交換や交流を目的
に実施した。（参加者：12人）

迅速な情報受発信
により、一般市民に
環境関連情報をい
ち早く提供すること
ができた。
また、環境情報発
信の源になるように
SNSやHPなどWEB
上でも、環境に関わ
る団体の活動状況
や環境関連情報を
市民へ広く提供す
ることができた。

コロナ禍における
新たな取組は評
価できる。団体間
の交流や団体と
市民との交流の
促進について、ノ
ウハウを蓄積し、
成果につなげてい
ただきたい。
（市民活動促進担
当課）

レターケース利用
団体の減少理由
を分析し、今後の
利用増に努めて
いただきたい。
（市民活動促進担
当課）

パンフレットやポス
ター展示など紙媒体
による情報提供、
ホームページや
Facebookなどイン
ターネットやSNSに
よる情報提供、さら
には新たにYouTube
チャンネルを開設す
るなど、様々な媒体
を活用して積極的な
情報発信に取り組
む姿勢は評価でき
る。今後も引き続き
効果的な情報発信
に努めていただきた
い。
（環境政策課）

令和2年度は新型コ
ロナウイルス感染症
対策のため、多くの
団体が活動を自粛
したが、ニーズの高
い事業であることか
ら、リーダーの意見
を反映しつつ、派遣
調整業務を円滑に
行うよう努めていた
だきたい。
（環境政策課）
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▼派遣事務
市内で開催される自然観察会等に環境保全アドバイ
ザーを派遣した。（全17件、アドバイザーおよび補助者
派遣人数延べ19人、参加者：延べ304人）

▼講師派遣制度全体会（再掲）
リーダー・アドバイザー合同で、情報、意見交換や交流
を目的に実施した。（参加者：12人）

新型コロナウイルス
感染症の感染状況
に伴い派遣再開後
も多くの団体が活動
を自粛していたた
め、派遣数は減った
が、例年派遣してい
る団体を中心に申
し込みがあり、継続
的に団体の環境活
動を支援することが
できた。

▼事務局業務
（公財）日本環境協会が実施するこどもエコクラブ事業
の札幌市内の事務局として、登録や交流会を企画実
施したほか、こどもエコクラブの全国事務局からの情報
提供等を行った。
（年間8クラブ登録）

▼こどもエコクラブ交流会の企画実施業務
登録クラブの交流を図るために「こどもエコクラブ活動
記録ムービー」の作成を行い、動画共有サイトにアップ
ロードした。

▼環境プラザこどもエコクラブ支援事業
こどもエコクラブの活動を希望する児童会館へ、活動
支援としてプログラムを提供した。
（実施館　2館）

▼環境研修室　（945件　延べ10,739人）

▼環境活動団体の登録　（令和3年3月末時点での登
録数：41団体）

▼ミーティングルーム　（344件　延べ1,108人）

▼備品の貸出　（0件）

▽　環境保全活動、交流の支援と推進業務
　　（環境保全アドバイザー制度）

▽　環境保全活動、交流の支援と推進業務
　　（こどもエコクラブ）

▽　環境保全活動、交流の支援と推進業務
　　（施設・設備の市民提供）

札幌の地方事務局
としての業務を適切
に行うことができ
た。
エコクラブ交流企画
では、エコクラブの
登録メンバーのみ
ならず、多くの市民
に向けてもこどもエ
コクラブの活動を
知ってもらう機会と
することができた。
エコクラブ支援事業
は、希望に合わせ
て環境プラザのノウ
ハウを提供して活
動支援を行うことが
できた。

新型コロナウィルス
感染症拡大防止に
伴う休館により、件
数、利用者数は
減ったが、継続的に
活動の支援を行うこ
とができた。

令和2年度は新型
コロナウイルス感
染症対策のため、
多くの団体が活動
を自粛したが、今
後も、アドバイ
ザーの意見を反
映しつつ、円滑に
派遣業務を進め
ていただきたい。
（環境政策課）

エコクラブの事務
局機能に加え、環
境プラザ独自のエ
コクラブ活動を展
開するなど、積極
的な事業展開を
行っていることは
評価できる。今後
もエコクラブの充
実に向けて、効果
的な運用をしてい
ただきたい。
（環境政策課）

 各業務において、
新型コロナウイル
ス感染症への十
分な対策をとった
上で、稼働率等の
更なる向上に向
け、取組を行って
いただきたい。
（環境政策課）
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▼事業共催・協力
札幌市内の環境活動団体が環境問題に関する事業を
実施する際のニーズを把握し、個別に事業実施の協働
及び支援を行うことを目的に実施した。（共催事業1
件、協力事業8件）

▼指導者向け研修
環境教育の指導者はもとより、直接環境と関連がなくと
も多くの人と関わる指導者を対象に、環境保全の視点
を普段の活動や事業に取り入れるための事業として
「①コロナに負けない！子どもと川で活動したい人のた
めの実践講座」「②児童会館で環境教育をやってみよ
う！」を行った。（参加者：①14人②10人）

▼環境関連施設連携
北海道のさまざまなセクターの環境活動を支援するた
めに、環境中間支援会議北海道との連携を進めた。

▽　環境教育・学習の推進業務

▼児童・生徒等の学習対応業務
学校の授業の一環として来館する児童、生徒らの環境
保全に関する学習を支援した。（16件）
また、依頼を受けて札幌龍谷学園高等学校で出前授
業を行った。（1件、延べ32人）

▼環境教育教材の貸出
環境教育教材の貸出を行った。（年間62件）

▼施設見学対応業務
一般団体の見学を受け入れ、展示解説やアクティビ
ティの体験を行った。（7件　参加者：延べ132人）

▼講座・研修
児童対象事業「動物たちのミカタ」（参加者：9人）
幼児対象事業「親子野あそびようちえん」（年3回　参加
者：延べ61人）

▽　環境保全活動、交流の支援と推進業務
　　（各主体の環境に関する自主的な事業の支援）

環境プラザ事業に
ついて専門的な団
体に共催として加
わってもらったり、
複数の環境活動団
体の事業を協力す
ることで、環境のさ
まざまな分野に関
する啓発を市民に
行うことができた。
指導者向け研修で
は、新型コロナウィ
ルス感染症対策の
意見交換を含めた
参加者間の交流の
機会とすることがで
きた。
環境関連施設連携
では、環境中間支
援会議・北海道の
構成団体として学
習会などの企画に
関わることができ
た。

児童・生徒等の学
習対応業務では、
環境プラザ見学や
講師派遣制度を活
用したり、実施事業
のテーマに関する
出前授業を行うこと
で、学校の希望に
合わせた形での学
習支援を行うことが
できた。
講座・研修では、年
齢に合わせた内容
を提供することで、
子どもの学びにつ
なげるとともに、そ
の保護者に対して
も環境教育の観点
を伝えることができ
た。

指導者向け研修
では、直接環境と
関連がなくとも多く
の人と関わる指導
者への研修など
により、環境活動
の実践者を増や
すことに寄与した
ことは評価でき
る。今後も様々な
事業の共催・協
力、連携など、積
極的な取組を行っ
ていただきたい。
（環境政策課）

 「親子野あそびよ
うちえん」では、児
童会館等とのネッ
トワークを活かし、
実践的な取組が
なされていると評
価できる。引き続
き、環境プラザ見
学などを通じて、
学校教育と環境
教育の連携を深
める取組を効果的
に進めていただき
たい。
（環境政策課）
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▽　普及啓発企画業務

▽　その他の業務（利用者補助、環境保全に関する相談
等、寄付受理、会議への出席）

環境相談では、
個々のケースに合
わせた相談対応が
できたほか、環境相
談ミニ講座でタイム
リーな話題をもとに
相談の機会をつくる
ことができた。
また、各環境関連
団体との会議に出
席することで、環境
関連団体との連携
を活かした新しい事
業展開の形を探る
ことができた。

▼企画立案業務
普及啓発を目的とした企画立案業務を以下のとおり
行った。
・アウトリーチ事業
札幌市青少年科学館や札幌市環境局などが開催す
るイベントに出展し、環境に関するプログラムを提供
した。（出展回数：3回）
・ESD促進事業
環境問題解決や持続可能な社会の実現のための方
法の一つとして注目されている昆虫食の紹介をとお
して、日常の中で環境に関心を向けるきっかけとす
ることを目的に「虫のイイ話！？～昆虫食の世界～」
実施した。（参加者：18人）

▼展示コーナー活用業務
展示コーナーをさまざまな活動主体に活用してもら
い市民の環境保全活動の拡大を図るため、「あそビ
バ！エコプラザ」を実施した。（全17回、参加者数：延
べ152人）

アウトリーチ事業で
は、環境広場さっぽ
ろといったオンライ
ンイベントへの出展
をとおして、新たな
方法を模索すること
ができた。
ESD促進事業では、
参加者に実感をもっ
て最新の環境問題
を考えるきっかけを
提供することができ
た。

展示コーナー活用
業務は、継続的な
団体の環境活動支
援の場として機能し
ていると評価でき
る。

▽　札幌市環境プラザ運営協議会業務（再掲）

▼利用者補助
展示コーナー等の資料や機材・教材の操作について助
言した。

▼環境相談
環境に関する相談を受け付けた。（年間38件）
また、環境相談を促進するための「環境相談ミニ講座」
を実施した。（全4件、参加者数：延べ56人）

▼寄付受理
実績なし

▼会議への出席
環境局（毎月）、環境中間支援会議・北海道（年4回）、
ＣＩＳＥネット（年1回）、生物多様性ネットワーク（年１回）
の会議等に出席し、情報共有をした。

（1）統括管理業務　札幌市及び関係機関との連携調
整（運営協議会の開催）参照

アウトリーチ事業
でのオンライン出
展は新たな取組と
して評価できる。
今後もオンライン
の活用機会は増
加すると考えられ
ることから、事例
の蓄積を進めてい
ただきたい。ESD
促進事業や展示
コーナー活用業務
についても、継続
した取組を行って
いただきたい。
（環境政策課）

環境相談ミニ講座
の実施は、環境相
談を促進する取組
として評価でき
る。各種会議への
参加による、情報
共有や事業連携
のきっかけづくり
の取組は今後の
事業展開の参考
になるものでもあ
り、継続して実施
していただきた
い。
（環境政策課）
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▼図書等貸出・整理・管理業務
市民への蔵書の貸出を行った。毎月1回、図書整理
日に蔵書状況の把握や督促、新着資料等の整理を
行った。

▼情報コンシェルジュ業務「情報発信の学校」
団体や企業、個人の情報発信に課題を抱えている
方に対し、有効な情報発信のためには何が必要か、
情報発信の考え方や方法を学ぶことで、札幌で有益
な情報が広がることを目的に実施した。（全5回、参
加者数：延べ83人）

札幌エルプラザ公
共４施設に関連す
る分野の情報が集
う場として施設レイ
アウトを一新し、利
用者より好評を得
た。
「情報発信の学校」
は、具体的な事例
やワークを用いた
連続講座にすること
で、参加者が前回
の振り返りをしなが
ら、主体的に学びを
深めることができ
た。

オンラインで開催す
ることで、施設を知
らなかった方や遠
方に住む方の参加
があり、新たな利用
者層の獲得につな
げることができた。

公共4施設と連携
し、各分野に関する
図書やポスター、事
業紹介等の展示を
通して、社会課題に
興味関心を高める
きっかけを作ること
ができた。

また、各施設で発行
している情報誌にお
いて、情報センター
で所蔵している図書
を紙面で紹介し、施
設内でも情報誌と
図書をセットで展示
することで、相乗効
果を生むことができ
た。

【情報センター事業の計画・実施業務】

▽　情報収集・提供の取組

▽　情報発信・活用事業の取組

▼図書紹介事業
4分野に関する興味関心を高め、利用率の向上を目指
し、職員および利用者が推薦する図書展示などを行
い、意識の醸成につなげることを目的に実施した。

▼女性のためのコワーキングスペース事業「リラコワ夏
祭り2020」〔再掲〕
女性のためのコワーキングスペースリラコワを利用す
る女性起業家に対し情報発信の場を提供することで、
女性起業家の活動支援およびコワーキングスペース
の認知度向上を目的に実施した。

▼情報誌「りぷるさっぽろ」の発行〔再掲〕
市民に向け、男女共同参画の意識の浸透と男女共同
参画センターの機能の周知を図るために情報誌を発
行した。
①52号「介護に自由を－元気なうちに話し合おう」
②53号「企業×ジェンダー＝持続的な運動」

▼市民活動情報誌の発行〔再掲〕
市民活動や札幌市市民活動サポートセンターの周知
啓発、市民活動に有益な情報提供を紙媒体で行うこと
により、市民活動の発展や促進を図った。
①56号「今日からできる国際支援」
②57号「新しいエンタメのカタチ」
③58号「まちづくりの登場人物を増やすには」

▽　情報交流の取組

▼視聴覚資料活用事業「SDGsオンライン読書会」
SDGsに関する分野ごとにオンラインでの読書会を実施
し、所蔵資料の活用と分野を超えた情報発信を行い、
情報センターの認知度の向上と新たな利用者の獲得
を目指して実施した。（全6回、参加者数：延べ42人）

柔軟な実施方法
を用いて工夫して
いることは評価で
きる。
今後も利用者の
増加につながる取
組をを期待する。
（男女共同参画
課）

４分野を扱う施設
として、各分野の
特色ある情報提
供・発信に努めて
おり、要求水準を
満たしていると評
価できる。
（男女共同参画
課）

図書の貸出、蔵書
の定期的な点検・
整理、新着資料の
提供を行うととも
に、施設レイアウ
トの変更等、利用
しやすい環境の整
備に努めているほ
か、情報センター
の強みを活かした
事業を実施する
等、要求水準を満
たしているものと
評価できる。
（男女共同参画
課）

21



c

c

今年度は新型コロ
ナウイルス感染症
拡大防止対策等を
ふまえ、施設独自
の取り組みとして実
施した。事業の様子
をSNS等で発信す
る等、来館していな
い市民にもPRする
ことができた。

新型コロナウイルス
感染症拡大防止の
ため、市民活動団
体や企業による、施
設内での展示や発
表は、来年度以降
オンラインの活用
等、物理的な場以
外で実施できるよう
検討を進めていく。

▼北8条通アマとホップのフラワーロード
札幌エルプラザ公共4施設、地域・企業・行政などが協
働で地域の企画に参加することで、連携と札幌エルプ
ラザ公共４施設の広報を目的に実施した。
新型コロナウイルス感染症拡大防止を目的とした施設
休館期間中であったため、例年AMAサポーターズ倶楽
部の指導のもと、北8条通に面する6企業（団体）、北区
地域振興課、北区土木部、鉄西まちづくりセンターと協
力して、苗植え（種まき）を実施していたが、業者による
植栽に変更となった。
①札幌エルプラザ前花壇及び施設周辺花壇への「ア
マ」と花苗の植栽
②雑草取りなど植栽後の花壇の手入れ、刈り入れ

今年度は新型コロ
ナウイルス感染症
拡大防止対策等を
ふまえ、施設・地
域・市民活動団体
等との連携での事
業展開を図ることが
難しかった。しかし、
札幌エルプラザ公
共4施設職員で引き
続き取り組む
ことで、施設利用者
だけではなく、近隣
住民等にも事業の
経過について会話
が生まれ、結果的
に様々な市民とふ
れあう機会を作るこ
とができた。

▼キャンドルナイト2020
札幌エルプラザ公共4施設来館者に環境行動に関する
周知及び啓発を図るとともに、施設ＰＲを行い、市民参
画を促進するきっかけの提供を目的に「キャンドルナイ
トinエルプラザ」を実施した。当日までの施設でのPRや
キャンドルナイト当日の施設内消灯及びキャンドル点
灯を行った。

【複合施設共通事業の計画・実施業務】

▽　情報発信支援の取組

▼情報スペースの活用
札幌エルプラザ公共４施設の取り扱う男女共同参画、
消費生活、市民活動、環境保全の４分野とSDGｓの啓
発、分野やSDGｓに関連する活動団体や企業による活
動経験・体験の発表を行うことを目的に実施するよて
いであったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止した。

次年度以降、オン
ラインの活用を含
めた実施手法の
検討を行い、効果
的な取組が進めら
れることを期待す
る。
（男女共同参画
課）

コロナ禍の中で、
地域や市民団体
との交流は難しい
中、手法を工夫し
て実施したことは
評価できる。
今後も、新型コロ
ナウイルス感染症
の状況に留意しな
がら、効果的な事
業の展開が図ら
れるよう期待す
る。
（男女共同参画
課）

コロナ禍の中で、
SNSの活用等、手法
を工夫して実施した
ことは評価できる。
今後も、新型コロナ
ウイルス感染症の
状況に留意しなが
ら、効果的な事業の
展開が図られるよう
期待する。
（男女共同参画課）

22



Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

50%

環境
プラザ

945

人数(人） 21,623 10,739

稼働率(％) 64% 45%

件数(件) 1,350

59.6%

男女共同
参画

研究室

食材
研究室

消費者
サロン

ミーティン
グルーム

会議
コーナー

合計

件数(件)

人数(人）

（5）施設利用
に関する業
務

▽　利用件数等

R元年度実績 Ｒ２年度計画 Ｒ２年度実績

男女共同
参画セン
ター（控

室を除く）

件数(件) 23,680 14,739

人数(人） 299,419 120,029

稼働率(％) 81%

有料
貸室
合計

件数(件) 25,030 15,684

人数(人） 321,042 130,768

稼働率(％) 79% 86% 48%

▽　不承認 0件、　取消し 0件、　減免 10件、　還付1,838 件

20,880 11,395

68.7% 48.6%

240 114

▽　利用促進の取組

R1実績 R2実績

2,892 2,039

男女共同参画セン
ター、環境プラザと
もに令和2年初頭よ
り流行した新型コロ
ナウイルス感染を
懸念した利用キャン
セル及び新規予約
の獲得機会損失の
影響が大きかった。

有料貸室と同様に、
令和2年初頭より流
行した新型コロナウ
イルス感染を懸念し
た利用キャンセル
及び新規予約の獲
得機会損失の影響
が大きかった。
今年度内の稼働率
は、利用再開後も
利用目的が限られ
ている食材研究室
以外は平均すると
50％程度となった。

3,654 814

23.1% 10.9%

1,501 1,244

12,323 6,856

71.4%

稼働率(％)

件数(件)

人数(人）

稼働率(％)

件数(件)

人数(人）

稼働率(％)

件数(件)

件数(件)

人数(人）

稼働率(％)

件数(件)

人数(人）

1,660 1,427

12,070 8,331

79.3% 68.0%

52,349 28,504

722 344

3,422 1,108

68.6％ 33.3

7,015 5,168

札幌エルプラザ公共4施設の複合施設予約システム
を更新し、インターネット上の予約受付を始動させた
ことで、コロナ禍で外出機会が減る中、施設利用申し
込みが可能になった。既存の利用団体にも窓口で登
録方法や操作方法を説明することで順次WEB利用
に切り替えが進んだ。

今後もWEB登録を
進めて、さらに利用
者の利便性を向上
させていく。

人数(人）

稼働率(％)

新型コロナウイル
ス感染症の影響
により、利用水準
が減少したことは
やむを得ないと考
える。
今後とも、新型コ
ロナウイルス感染
症への十分な対
策を行い、利用者
のニーズに合わ
せて利便性を考
慮するとともに、
利用者が安心安
全に利用できる環
境整備に取り組ん
でいただきたい。
（男女共同参画
課、消費生活課、
市民活動促進担
当課、環境政策
課）

男女共同参画セン
ター、環境プラザとも
に、新型コロナウイル
ス感染症の影響によ
り、利用水準が減少し
たことはやむを得ない
と考える。
今後とも、新型コロナ
ウイルス感染症への
十分な対策を行い、利
用者のニーズに合わ
せた利便性への考慮
等、利用者が安心安
全に利用できる環境整
備に取り組んでいただ
きたい。
（男女共同参画課、環
境政策課）

多様なニーズに対
応しており、評価で
きる。今後もより一
層の利用拡大に努
めていただきたい。
（男女共同参画課、
環境政策課）
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ▽　広報業務

▽　引継ぎ業務

（6）付随業務

情報誌やホームページを活用し、札幌エルプラザ公
共4施設に関連する分野の情報提供を行った。ま
た、関係機関や施設と連携し、情報収集と提供を
行った。
▼各施設ホームページ改修（ウェブアクセシビ
リティ適合レベルAAに準拠するため、修正等の対応
済み）
▼情報誌「りぷるさっぽろ」の発行（年2回各5,000部）
▼男女共同参画センターホームページ、インターネッ
ト活用事業
ホームページ・フェイスブックページの活用
▼「地域連携による女性活躍推進の実践」への情報
提供（独立行政法人 国立女性教育会館）
▼市民活動サポートセンター
プッシュ型広報の実施
フェイスブックページの活用・メールマガジンの定期
発行、YouTube動画チャンネル「札幌市市民活動サ
ポートセンター」開設及び動画コンテンツの制作、市
民活動情報誌「みんなのしみサポ」の発行（年3回各
5,000部）
▼環境プラザホームページ、フェイスブックの活用、
YouTube動画チャンネル「エコチャン！」開設と動画
コンテンツの制作
▼環境プラザ見学誘致パンフレット及び講師派遣パ
ンフレットの作成及び配布（市内小中学校及び公共
施設等へ計195箇所に送付）

紙媒体だけでなく、
インターネットや
SNSの活用など、さ
まざまな広報手段
を活用し、各施設の
目的や機能を周知
することができた。
特に、施設の新型コ
ロナウイルス感染
症対策の対応につ
いては、迅速に掲
出対応をすることが
できた。

平成30～令和4年度の指定管理業務期間内のため、
引継ぎ業務はない。

▽　庶務一般業務

▼文書管理
管理運営業務に関する各種文書を適正に管理した。
▼講師謝礼に関しては、所得税法に基づき所得税を源
泉徴収し適切に処理を行った。
▼マイナンバーの取扱については、適正に処理を行っ
た。

適正な処理と管理
を行った。

▽　統計調査業務

▼公共４施設に関する管理運営業務を効率的に遂行
するため、下記の施設・設備の利用状況の統計調査を
実施した。
・各施設や設備の利用件数、利用人数、利用率、利用
料金収入額
・視察見学の件数及び人数
・情報センター利用登録者数、図書等の貸出数、AV
ブースの利用者数、インターネット端末の利用者数、図
書検索端末の利用者数
・団体登録件数
・ホームページのアクセス数
・男女共同参画センター、市民活動サポートセンター、
環境プラザの相談状況、問い合わせ電話件数
・（環境）環境教育リーダー及び環境保全アドバイザー
の派遣状況
・（環境）こどもエコクラブの参加状況
・その他、協定に基づく報告事項により、必要な統計
　調査資料を提供した。

毎月統計調査を実
施し、札幌市に報告
した。

インターネットや
SNSを効果的に活
用していること、ま
た、新型コロナウ
イルス感染症拡
大に伴い施設の
休館や利用制限
が断続的に続い
た中、速やかに必
要な情報提供を
行った点について
は評価できる。引
き続き、効果的な
広報の実施に努
めていただきた
い。
（男女共同参画
課、市民活動促進
担当課、環境政策
課）

業務検査・財務検
査を通して、適切
な処理を行ってい
ることを確認した。
（男女共同参画
課）

施設の利用状況
について、要求水
準に基づく報告が
行われている。
（男女共同参画
課）
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２　自主事業その他

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

３　利用者の満足度

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

▽　自主事業

▽　市内企業等の活用、福祉施策への配慮等

▽　利用者アンケートの結果

期間：令和２年12月25日(金)～令和３年1月30日(土)
方法：来館者へ用紙を配布し実施

有効回答件数：609件
来館者の施設に対する総合的な満足度91％
（美観清掃、案内表示、有料貸室、活動支援室、
ホームページの満足度「とても良い」「良い」の合計を
平均して算出）
接遇に関する満足度94％（「とても良い」「良い」の合
計）

施設の利用に対する具体的な意見や改善点等を自
由記入欄に記載していただいた。
清掃や警備・案内、設備等の意見・要望について
は、委託業者及びエルプラザ管理組合と情報共有や
協議を行い、随時対応した。
特に予約方法やインターネット利用状況、今後の決
済方法（クレジットカード決済・キャッシュレス決済等）
について、様々な利用者の声があった。

前年度より来館者
は減ったが、満足度
の割合は9割と高水
準を維持することが
できた。
自由記入欄におけ
る要望等の中では
WEB予約時の表示
画面に関すること、
支払いに関するも
のが増えた。今後
の施設利用率・利
便性を向上させる
ための参考にして
いく。

実施方
法

結果概
要

利用者
からの
意見・要
望とそ
の対応

▼一般利用者への利便性向上や男女共同参画の普
及啓発及び市民活動の促進、情報センターの周知を
目的に、下記の自主事業を行った。
・自動販売機設置事業
・公衆電話設置事業
・施設利用者用コピー機設置事業
・コインロッカー（中・大）設置事業
・コインロッカー（特大）設置事業
・イス・ホワイトボード貸出事業
・ワイヤレスインターネット接続サービス事業
・男女共同参画ワークショップ「気づき」のための実
践ノート販売

新型コロナウイルス
感染症対策のた
め、追加イスの貸出
を6月1日以降休止
したが、その他の事
業では一般利用者
等への利便性の向
上を図ることができ
た。利用者ニーズを
考慮して、引き続き
サービスの提供に
努めたい。

▼清掃・警備等業務は、市内の企業等に委託した。
▼物品の購入、役務等についても同様に、市内の企
業などに発注を心がけた。
▼受付・窓口業務において、障がいを持つ者を雇用
した。

清掃・警備案内等
は、市内企業に委
託した。また、市内
企業を活用した物
品の発注を行った。

利用者の利便性
向上のための自
主事業を実施して
おり、また、日頃よ
り利用者ニーズを
捉えたサービスの
提供に努めている
ことは評価でき
る。
（男女共同参画
課）

市内企業への委
託や障がい者の
雇用への配慮が
行われている。今
後も公共施設とし
て求められる福祉
施策への配慮等
が継続されること
を期待する。
（男女共同参画
課）

新型コロナウイルス
感染症拡大の影響
から、回答数は前年
度と比較して減少し
ているが、施設に関
する総合的な満足
度、接遇に関する満
足度ともに、前年度
と同程度で高水準
の指数となっている
点は評価できる。
アンケート結果を分
析し、すぐに工夫・
対応が可能なもの
は早急に取り組む
等、さらなる市民
サービスの向上を
図ることを期待す
る。
（男女共同参画課）
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４　収支状況

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

＜確認項目＞　※評価項目ではありません。

▽　収支

項目 Ｒ２年度計画 Ｒ２年度決算 差（決算-計画）

（千円）

自主事業収入 5,454 2,763 ▲ 2,691

365,408 330,668 ▲ 34,740

収入 370,862 333,431 ▲ 37,431

指定管理業務収入

245,072 250,763 5,691

利用料金 79,125 46,670 ▲ 32,455

指定管理費

その他 41,211 33,235 ▲ 7,976

指定管理業務支出 366,555 318,235 ▲ 48,320

支出 367,258 318,801 ▲ 48,457

適

3,604 14,630 11,026

自主事業支出 703 566 ▲ 137

収入-支出

不適

適 不適

0

利益還元 0 0 0

法人税等 0 0

▼　利用料金収入は、新型コロナウイルス感染拡大防止に係る
対応として、利用料金を還付したこと、利用率の低下等が影響し
32,455千円の減となった。
▼　指定管理業務支出は、主に新型コロナウイルス感染拡大防
止対策のための消耗品購入、終日換気に伴う光熱水費の増が
あったが、業務見直しによる人件費の抑制や事業形態・回数等
の変更により全体的な支出を抑制したことから48,457千円の減と
なった。

利用率が減少し収
入は減っているもの
の、施設の経年劣
化を原因とする修
繕及び役務に伴う
支出、新型コロナウ
イルス感染症対策
のため外調機を使
用した換気を終日
行ったことで、休館
期間があっても光
熱水費が減少しな
かったことで費用が
かかった。
このため、業務見直
しと効率化を図って
職員の時間外勤務
を削減したこと、事
業形態等の変更で
必要なところに必要
な分の費用を集中
させることで、施設
の維持管理を進め
提供する市民サー
ビスの水準を維持
することができた。

▼各事業実施時には、収支のバランス等を考慮することで、将
来にわたって安定経営能力を維持することができるよう努めた。

▽　個人情報保護条例、情報公開条例、行政手続条例、オンブズマン
条例及び暴力団の排除の推進に関する条例への対応

純利益 3,604 14,630 11,026

▽　説明

▽　安定経営能力の維持

▼各条例の規定に則り、適切に対応した。
▼情報公開請求はなかった。
▼オンブズマンの実地調査はなかった。
▼札幌市暴力団の排除の推進に関する条例の基本理念に則
り、暴力団の活動に施設を利用させない、委託や物品購入など
暴力団や暴力団関係者を契約の相手方としない等、暴力団排除
に積極的に取り組んだ。

新型コロナウイル
ス感染拡大の影
響により、利用料
金は大幅に減少し
ているが、業務見
直し等により支出
の抑制に務めた
結果、市民サービ
スの水準を維持し
ていることは評価
できる。
今後も新型コロナ
ウイルス感染症の
影響は続くと想定
されるが、提供す
る市民サービスの
確保を図りつつ、
より効率的な施設
運営に努めていた
だきたい。
（男女共同参画
課）
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Ⅲ　総合評価

コロナ禍であっても、基本理念「まちの活力を高める活動
の拠点～多様性に富んだ市民との共創」に基づいて事
業を進めていく。

①出会いとつながりの創出～広がるネットワーク
・原点に立ち返り利用者とのコミュニケーションを増やし
「関係の質」を基盤として想像力を働かせ周囲を巻き込
む、行動を先取りする関わりを工夫する
・当たり前を疑い、新たな取り組み（管理面、事業面）に
チャレンジし、相乗効果が生まれるつながりを目指す

②情報の収集と発信の拠点～活動の拡大と潜在的活動
者の再発見
・館内にある情報を整理し、利用者にとって必要な情報
が何かを再度定義し、市民や市民活動団体の生きた情
報の収集・提供を図る
・世界、国内、市内の動きにアンテナを張り、多様な分野
と連携を図り、団体活動等の活性化と潜在的活動者の
顕在化を図る

③多様な活動主体との協働～社会課題の解決のステー
ジ作り
・世界的な課題から地域課題までの視点を持ち、さまざ
まな市民やNPO、企業等が情報共有する機会を設け、
協働による課題解決につなげていけるよう支援する

④コスト・マネジメント～管理運営の効率化
・複合施設としての利点を生かし、管理業務や資金管理
の適正化、市民対応業務の共通化を図り、時代のニー
ズに合わせたサービス水準の維持向上に努める
・職員が働きがいを感じることができるよう心理的安全性
を高め、業務の可視化、効率化を図る。
・デジタルツールの効果的な活用を図り、市民と創る施
設運営に生かす

　新型コロナウイルス感染症拡大防止を目的とした令和
２年４月14日～５月31日の施設休館、令和２年11月17日
～令和３年２月28日及び３月27日～３月31日の集中対
策期間により、年間の施設利用者数が令和元年度と比
べて激減した。
　コロナ禍で、これまで見えなかったさまざまな課題が顕
在化し社会情勢も変化する中、男女共同参画の分野で
は若年女性の貧困に社会的関心が高まった。市民活動
の分野においても、コロナ禍での運営に苦慮するNPOか
らの相談が増えた一方で、新たな社会課題を解決する
ため団体を立ち上げたいという市民からも相談が寄せら
れるなど、前年度までと相談内容の変化が顕著となっ
た。現状況下で刻々と変化する課題に対しても必要と考
える事業、支援をいち早く展開することで対応することが
できた。
　男女共同参画センターでは、4月～6月まで実施した
「新型コロナウイルス感染拡大特設相談窓口女性のた
めのLINE相談」をきっかけに若年女性支援の受け皿の
少なさに気付き、男女共同参画を主たる目的とするNPO
と協働で「若年女性支援ネットワーク事業」を進めていっ
た。また、「SDGｓにおけるジェンダー平等」というテーマ
で高等学校からの出張講座要請が増えた。新たな利用
者層へ多角的にアプローチができたことで一定の成果を
上げた。
　市民活動サポートセンターでは、リモートでの実施や動
画配信など、現状況下に対応した形で事業を実施した。
新たな試みの中で集客や周知方法など課題も多くあっ
たが、一定のレベルで提供できたことは評価できる。相
談についてはコロナ禍における団体運営にかかる相談
が増えた。反面、団体の設立等のスタートアップにかか
る相談も増え、困難な状況下における市民活動特有の
傾向を確認することができた。
　環境プラザでも、講座形式の事業についてはオンライ
ンでの開催を中心に展開、「森のようちえん」など体験型
の事業は市中の感染状況がある程度落ち着いている時
期に対策を講じた上で実施することができた。直接対面
することや現地に集合することによって効果が高まる事
業については、状況を鑑みた上でいずれの形式でも対
応できるよう準備をして臨むことができた。

　情報センターでは、前年度まで実施していた展示や上
映会などの不特定多数の市民を集めて実施する事業の
代わりに、蔵書を用いたオンライン読書会を定期的に
行った。これまで情報センターを利用していない市民に
情報センターを知っていただく機会となったこと、窓口等
で利用者に周知する際にコミュニケーション量が増え、
意識啓発の効果を高めることができたことは評価でき
る。
　施設の管理面では、複合情報システムの改修により貸
室のWEB予約が可能になったことで、コロナ禍でも利用
申込のために来館しなくてもよくなるなど。市民の利便性
を高めることができたと評価できる。また、公共4施設
ホームページのアクセシビリティ。また、大規模な修繕が
必要になる前に不具合等の早期発見・早期対応によっ
て、利用者へのサービス提供に支障をきたさず、かつ費
用抑制に努めることができた。

【指定管理者の自己評価】

来年度以降の重点取組事項総合評価
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【所管局の評価】

改善指導・指示事項総合評価

（４）　環境局環境都市推進部環境政策課

　環境プラザは札幌市における環境教育の拠点施設と
して、各種事業の実施や情報発信などに積極的に取り
組んでいる。また、他の環境関連施設や組織・団体との
連携を積極的に行っており、環境保全に寄与するための
機能を果たしている。

　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り利用者数が減少したが、引き続き、利用者ニーズの分
析等を活かしながら、市内環境関連施設や市民団体、
事業者などと連携し、多様な視点を持ちながら環境教
育、環境保全の推進に効果的な事業を行っていただき
たい。また、札幌市はゼロカーボン都市を宣言し、気候
変動対策行動計画を策定したことから、これら市の施策
との連携を意識した取組を期待したい。

（１）　市民文化局男女共同参画室男女共同参画課

　市民の男女共同参画活動の拠点施設として、各種講
座や情報提供、相談事業を実施しており、利用者の施
設利用に関する満足度も高水準を維持するなど、適切
な運営が行われており、本市の男女共同参画推進に大
きく貢献している。
　施設・設備の経年劣化が課題となる中、毎日の点検や
メンテナンスを実施し、適切な維持管理が行われてお
り、市民サービスの向上に努めていると評価できる。
　また、新型コロナウイルス感染拡大により、施設運営・
実施事業等に大きな影響を与えた中、適切に本市が示
した感染防止対策を実施したことも評価できる。
　今後も引き続き、エルプラザ公共４施設間の連携を図
り、情報センターの有効利用をさらに進めるなど、複合
施設であることを活かした４分野の意識啓発に繋がる取
組を積極的に実施していくことを期待する。

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、施設利用者数の大幅な減少が見られ、令和３年度も
その影響が継続することが懸念されるところであるが、こ
れまでの指定管理業務で蓄積されたノウハウを生かし、
女性の活躍推進や若者、男性に対する男女共同参画の
意識啓発など、より多くの市民を対象としたバランスの取
れた事業の実施、また、今後も影響が続くと想定される
新型コロナウイルス感染症への対策を講じつつ、オンラ
インをはじめとした事業手法の工夫等にも努めていただ
きたい。
　また、施設の経年劣化による故障等のリスクも年々増
加しているところであるが、引き続き市との連携体制の
強化を図るなど、利用者への影響を最小限に抑え、市民
サービスの向上につながる管理運営に努めていただき
たい。

（２）　市民文化局市民生活部消費生活課

　稼働率などの実績から、安定的な業務が遂行されてい
ると評価することができる。

　多種多様の消費者問題を抱える消費者や消費生活団
体が、利用しやすく、活動拠点として中心的施設となるよ
うに、施設利用に関する周知範囲の拡大及び周知方法
の拡充などの取組みにより、稼働率向上を図っていただ
きたい。
　食材研究室については、コロナ禍を踏まえ、感染対策
に、より一層努めていただきたい。

（３）　市民文化局市民自治推進室市民活動促進担当課

　コロナ禍において、従来の枠組みのままでは事業が開
催できなくなったことから、講座のオンライン化や動画に
よる広報など、新たな事業に市民活動団体を巻き込み
ながら積極的に取り組んでいることは評価できる。
　管理運営業務に定める仕様を忠実に履行しており、指
定管理者としての信頼度、安定度を評価する。

　新たな取組で見えてきた課題等について、次回以降や
他の取組にも活かせるよう、法人内部で情報や課題を
共有し、事業内容の充実や改善につなげていただきた
い。
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